
 

 

 

■関係法令・条例（抜粋） 

１ 長浜市附属機関設置条例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 長浜市特別職報酬等審議会規則 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、法律若しくはこれに基づく政令又は他の条例に定めるもののほか、地

方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の４第３項の規定に基づき、附属機関の設

置等に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（附属機関の設置等） 

第２条 市は、別表執行機関の欄に掲げる執行機関の附属機関として、それぞれ同表附属

機関の欄に掲げる附属機関を置く。 

執行機関 附属機関 所掌事務 委員の定数 

市長 長浜市特別職

報酬等審議会 

議会の議員の議員報酬の額、市長、副市長及

び教育長の給料の額並びに地方自治法第

100条第14項の政務活動費の額に関し必要

な事項を調査審議すること。 

10人以内 

（以下略） 

 

 

 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、長浜市附属機関設置条例（平成25年長浜市条例第27号）第６条の

規定に基づき、長浜市特別職報酬等審議会（以下「審議会」という。）の組織、運営その

他必要な事項について定めるものとする。 

（所掌事務） 

第２条 長浜市附属機関設置条例第２条第２項に規定する審議会の所掌する事務の細目

については、次に掲げるものとする。 

(１) 議会の議員報酬に関すること。 

(２) 市長、副市長及び教育長の給料の額に関すること。 

(３) 議会の会派又は議員に対し交付する政務活動費の額に関すること。 

(４) その他報酬に関し市長が必要と認めること。 

（委員） 

第３条 委員は、長浜市の区域内の公共的団体等の代表者その他住民のうちから必要の

都度、市長が委嘱又は任命する。この場合において、委員の性別構成は、男女いずれも

委員の総数の10分の４以上とすることに努めるものとする。 

（会長） 

第４条 審議会に会長を置く。 

２ 会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、会務を総理する。 

４ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長の指名する委員が

その職務を代理する。 

（以下略） 
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３ 長浜市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 長浜市長、副市長及び教育長の給与等に関する条例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 長浜市議会政務活動費の交付に関する条例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第203条の規定に基づき、

議会の議員に対して支給する議員報酬、期末手当及び費用弁償の額並びにその支

払方法に関し必要な事項を定める。 

（報酬） 

第２条 議会の議長、副議長及び議員の議員報酬は、次のとおりとする。 

議長 月額460,000円  副議長 月額400,000円  議員 月額370,000円 

（以下略） 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第204条の規定に基づき、

市長、副市長及び教育長（以下「市長等」という。）の受ける給与及び旅費について定

めるものとする。 

（給与） 

第２条 市長等の受ける給与は、給料、通勤手当、期末手当及び退職手当とする。 

第３条 給料月額は、別表のとおりとする。  

別表（第３条関係）  

市長 月額900,000円  副市長 月額750,000円 教育長 月額700,000円 

（以下略） 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第100条第14項及び第15

項の規定に基づき、長浜市議会議員の調査研究その他の活動（以下「政務活動」とい

う。）に資するため必要な経費の一部として、議会における会派又は議員に対し政務

活動費を交付することに関し、必要な事項を定めるものとする。 

（議員に対する政務活動費の交付額等） 

第６条 議員に対する政務活動費は、基準日に在職する議員に対して、月額２万円を交

付する。 

（以下略） 
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　４　県内他市との比較（人件費） Ｐ９ 　２　対象とする範囲 Ｐ１６

　５　投資的経費 Ｐ１０ 　３　実質赤字比率 Ｐ１７

　６　県内他市との比較（投資的経費） Ｐ１０ 　４　連結実質赤字比率 Ｐ１７

　７　公債費 Ｐ１１ 　５　実質公債費比率 Ｐ１７

　８　県内他市との比較（公債費） Ｐ１１ 　６　将来負担比率 Ｐ１８
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Ⅳ　市債の状況
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  ＊ この財政白書では、市民一人あたりの分析には、平成25年度以前は3月31日現在、平成26年度以降は１月１日現在の住民基本台帳

　　人口を用いています（※国の調査期日等の変更にあわせて、平成26年度から時点を変更しました）。

  ＊ 表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致しない個所があります。

＜目次＞

　長浜市における今後の財政運営の課題は、人口減少と少子高齢化が加速する中、本市を取り

巻く環境の変化に的確に対応するため、安定的な財政運営が維持できる財政構造の確立と、公

共施設等の更新や長寿命化に向けた財源確保であり、これらの課題に対応する「将来に過大な

負担を残さない」取組が必要となります。

　また、財政状況については、市民の皆さんと共有していくことが必要です。令和５年度の決

算状況について、市民の皆さんにお知らせするため「長浜市財政白書」を作成しました。

　この財政白書により、市民の皆さんの本市行財政運営に対するより一層のご理解とご協力を

いただければ幸いです。

-10-



１　財政白書とは

２　会計の決算統計上の分類

３　長浜市の決算状況

（単位：百万円）

（単位：円）

（単位：百万円）

（単位：円）

　令和５年度決算の概要Ⅰ

普通会計

公営事業会計

391,672

24

816

792

634 804

45,410

51,750 43,981

28,417

27,60158,837

59,471 38,123

37,319

1,428

522125

一般会計

特別会計

栗東草津 守山

　決算はいわば「まちの家計簿」、やりくりの結果です。市民の皆さんからの税金や
国・県からの補助金などがどれくらい入り、どのような目的で使われたかを広く知って
いただくとともに、時代のニーズに対応した柔軟で効率の良い行財政システムを構築す
るための議論の資料として、この財政白書を作成しました。

近江八幡区分

　○財政白書は、長浜市の財政状況をわかりやすく紹介した資料で、長浜市の
　　家計簿の役割を果たしています。

　○地方公共団体の会計は、一般会計と特別会計に区分されていますが、全国
　　的に使われている共通ルールでは、普通会計と公営事業会計とに区分して
　　整理します。

　○長浜市の令和５年度普通会計の決算は、歳入が６０７．２億円、歳出が
　　５９１．４億円で、実質収支は１１．３億円の黒字となりました。

　地方公共団体の会計は、一般会計と特別会計に
区分されています。しかし、地方公共団体は、独
自の判断で条例によって特別会計を設置すること
ができることから、一般会計で経理する事務事業
の範囲が一様ではありません。このため、経理す
る事務事業の範囲を一致させて、比較できるよう
にした統計上の会計区分が普通会計と公営事業会
計です。
　一般行政部門の会計は普通会計として整理され
ていることから､本紙では普通会計を中心として､
令和５年度の決算状況を紹介していきます。

　令和５年度普通会計の決算は、歳入が６０７．２億円で前年度比２．３％の増、歳出
が５９１．４億円で前年度比３．７％の増でした。歳入と歳出の差額から、翌年度へ繰
り越した事業の財源を除いた実質収支は、１１．３億円の黒字となりました。

国民健康保険会計

後期高齢者医療保険会計

介護保険会計　等

公営企業会計
（病院・下水道等）

区分 甲賀 野洲 湖南

歳入歳出差引額

大津

実質収支

54,15260,722歳入決算額 140,554

歳出決算額

翌年度繰越財源

137,298

市民1人当たり歳出額 519,068 399,219 465,724

彦根長浜

59,143

1,579 3,256 2,402

高島 東近江 米原

450 674

1,129 655

82 148

5522,582 2,277 906

537,177 420,447 434,671

32,169 51,276 22,848

609

54 239 74

1,782

歳入決算額 47,186 29,342 23,460

歳出決算額 44,473 28,396 22,598

32,778 53,058 23,754

歳入歳出差引額 2,712 946 862 906

611,329市民1人当たり歳出額 502,563 559,959 415,541 702,632 457,560

翌年度繰越財源 670

実質収支 2,042 899 747 555 1,543 832

46 115

- 1 -
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１　歳入の構造

（単位：百万円）

　○市税収入は地方交付税を上回っています。
　○自主財源比率は４０．４％で前年度比１．４ポイントの減となっています。

1,202

10,545

　長浜市の令和５年度歳入決算額は６０７．２億円で、構成割合は、市税２８％をはじ
め、地方交付税２８％、国庫・県支出金２２％になっています。
　歳入の根幹をなす市税は、給与所得者や給与所得の増加による個人市民税の増加等があ
り、市税全体で前年度比０．７億円の増となりました。また、国庫・県支出金について
は、令和４年８月の豪雨被害による農地災害復旧事業や丹生水源地域整備事業の実施に
よって前年度比１．１億円の増となりました。令和５年度の自主財源の割合は前年度比
１．４ポイント減少し、４０％と低い水準にあります。一方、依存財源である地方交付税
は２８％を占めており、市税と同程度の構成割合となっています。

　普通交付税は今後、人口減少等による減少
が見込まれることから、交付税に依存しない
自立した財政運営が求められています。

区分 Ｒ５

4,048

865

7,195

16,836

2,123

3,940

Ｈ２５ Ｈ３０

17,093

920

6,788

16,785市税

その他

17,282

6,051

諸収入

3,008地方譲与税等

市債

地方交付税

60,72260,740

17,810

5,207

11,748

1,925

国庫・県支出金 13,287

15,807

59,006歳入総額

Ⅱ 　歳入の状況

市税

28%

諸収入

2%

その他

10%

地方譲与

税等

6%

地方交付税

28%

国庫・県

支出金

22%

市債

4%

令和５年度歳入構成割合

自主財源

40%
60%

依存財源

28

33

18

38

33

31

49

38

43

26

35

38

28

2

3

1

1

1

1

1

3

2

2

2

2

2

10

10

11

8

25

15

9

13

7

28

15

6

10

5

7

6

8

6

8

8

7

8

6

7

8

6

28

22

34

15

7

19

3

9

4

16

11

10

28

20

22

20

25

20

21

25

23

30

21

24

31

22

7

3

10

5

8

5

5

7

6

1

6

5

4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

米原

東近江

高島

湖南

野洲

甲賀

栗東

守山

草津

近江八幡

彦根

大津

長浜

令和５年度歳入構成割合（県内他市比較）

市税 諸収入 その他 地方譲与税等 地方交付税 国庫・県支出金 市債

- 2 -
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Ｐ１１

○市税 市民の皆さんに納めていただく市民税や固定資産税など

○諸収入 市が受託した事業の収入や預金利子など

○その他 前年度の繰越金、施設等の使用料、各種手数料など

○地方譲与税等 国税の一部が使途を決めて地方公共団体に配分されるお金

○地方交付税 国税の一部が使途を決めずに地方公共団体に配分されるお金

○国庫・県支出金 特定の目的の財源として、国や県から交付されるお金

○市債 市が国や金融機関などから借り入れるお金

○自主財源 市税や使用料のように市が自ら決定し、収入されるお金

○依存財源 国や県から定められた額を交付される収入

自
主
財
源

依
存
財
源

自
主
財
源

依
存
財
源

60,740
58,728

55,733 55,228 56,650
59,006

61,026

74,607

60,763 59,369 60,722

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

百万円 歳入決算額の推移

市税 諸収入 その他 地方譲与税等 地方交付税 国庫・県支出金 市債

36.3 

39.0 

38.1 

40.6 

42.4 

41.4 

40.7 

33.2 

36.1 

41.9 

40.4 

63.7 

61.0 

61.9 

59.4 

57.6 

58.6 

59.3 

66.8 

63.9 

58.2 

59.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Ｈ２５

Ｈ２６

Ｈ２７

Ｈ２８

Ｈ２９

Ｈ３０

Ｒ１

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

自主財源・依存財源の割合 自主財源 依存財源

依
存
財
源

自
主
財
源

💡 用語解説
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２　市税

（単位：百万円）

３　県内他市との比較（市税収入額）

139,754

8,267

個人市民税

1,920

1,159

　○市税の収入は、自主財源の根幹となる重要な財源です。
　○市民一人あたりの市税収入額は、県内市平均より低い水準にあります。

2,073

8,192

1,013

6,004

　長浜市の市民一人あたりの市税収入額は、１５万２千円と

なっており、低い方から３番目となっています。

区分 Ｈ２５ Ｒ５

一人あたり(円)

Ｈ３０

141,651

17,282

5,7825,615

　市税の種類としては、個人市民税、法人市民税、固定資産税のほか、軽自動車税、たば
こ税、入湯税、都市計画税があります。
　令和５年度の市税税収は１７２．８億円で、前年度比０．７億円の増となりました。

　前年度からの増加額が大きなものを見
ると、個人市民税は給与所得者数や給与
所得の増加により１．７億円増加しまし
た。また、固定資産税は新増築の家屋の
増加などにより０．４億円増加しまし
た。
　一方で、法人市民税は、一部企業の減
収により１．６億円減少しました。

固定資産税

市税総額

1,291法人市民税

17,093

1,864

16,785

その他市税

7,979

151,678

17,093 17,095 16,804 16,817 16,856 16,785 16,935 16,643 16,744 17,208 17,282

139,754 140,333 138,885 140,001 141,378 141,651 143,644 142,441 144,534
149,627 151,678

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

円百万円 市税決算額の推移

個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他 市民一人あたり（右軸）
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千円 市税収入額（市民一人あたり）

平均

164

（県内他市中順位）

低い方から

３番目
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４　地方交付税

（単位：百万円）

５　県内他市との比較（地方交付税）

2,708

133,399

13,262

2,546

Ｈ３０ Ｒ５

　合併の特例により措置された額は平成
２７年度より段階的に縮小され、令和２
年度で終了しました。令和５年度には臨
時的な追加交付がありましたが、今後、
人口減少等により減少が見込まれます。

14,052

　○地方交付税は、普通交付税と特別交付税の２種類に区分されます。
　○地方交付税は、地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域に住む
　　住民にも標準的な行政サービスを提供できるようにするものです｡

147,762

16,83617,810

Ｈ２５

2,784

　長浜市の市民一人あたりの地方交付税収入額は、令和５年度
で１４万８千円となり、高い方から３番目です。交付税制度で
は、市税収入が多い自治体ほど地方交付税収入は少なくなりま
す。

一人あたり(円)

特別交付税

交付税総額

145,615

15,103

　長浜市の令和５年度の地方交付税額は１６８．４億円で、前年度比４．８億円増加しま
した。

普通交付税

15,807

区分

17,810 18,062 17,448 16,666 16,262 15,807 15,462 15,569
16,636 16,359 16,836

145,615 148,272
144,202

138,739 136,399 133,399 131,155 133,248

143,597 142,238
147,762
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Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

円百万円 地方交付税の推移

普通交付税 特別交付税 市民一人あたり（右軸）
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千円 地方交付税収入額（市民一人あたり）

平均71

（県内他市中順位）

高い方から

３番目
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１　目的別経費

（単位：百万円）

Ⅲ 　歳出の状況

　○歳出を目的別に分類すると、市の予算がどの分野にどれだけ配分されてい
　　るかがわかります。
　○令和５年度は、民生費の割合が高くなっています。

　地方公共団体の経費は、その行政目的によって、総務費、民生費、衛生費、土木費、
教育費などに分けられます。
　長浜市における令和５年度歳出決算額は５９１．４億円で、その目的別構成割合は、
民生費３７％、教育費１３％、総務費１２％の順になっています。
　令和５年度は、しょうがい者自立支援給付の増加や物価高騰対策として非課税世帯等
臨時特別給付金の給付事業を実施したほか、令和４年１０月から開始した小中学生の医
療費助成の拡大などにより、民生費が８．９億円増加しました。また、浅井中学校長寿
命化改修工事や旧長浜図書館解体工事などにより、教育費が７．９億円増加しました。

58,489

8,600

7,052

教育費

公債費

8,277

その他

Ｒ５

4,835

6,353

7,315

6,037

5,249

7,784

4,060

59,143

Ｈ２５区分

57,159

Ｈ３０

6,526

18,604

5,517

7,533

衛生費

土木費

5,133

5,743

歳出総額

5,221

総務費

民生費

9,928

16,330 21,831

6,862 総務費

12%

民生費

37%

衛生費

9%

土木費

10%

教育費

13%

公債費

7%

その他

12%

令和５年度歳出目的別構成割合

58,489 56,951
53,297 53,560 54,262

57,159 58,558

72,773

58,484 57,052
59,143
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百万円 目的別歳出決算額の推移

総務費 民生費 衛生費 土木費 教育費 公債費 その他
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２　性質別経費

（単位：百万円）

Ｐ１１

4,273

10,699

人件費

5,213

8,060

12,007

　地方公共団体の経費は、その性質によって、義務的経費、投資的経費、その他の経費
に大きく分けることができます。長浜市における性質別構成割合は、扶助費２０％、補
助費等１８％、人件費１８％の順になっています。
　歳出性質別に前年度からの増減額が大きいものを見た場合、投資的経費は大型建設事
業の実施などにより１１．９億円増加し、扶助費は非課税世帯等臨時特別給付金の給付
やしょうがい者自立支援給付の増加などにより６．４億円増加しています。一方で、新
型コロナウイルスワクチン接種推進事業の予防接種委託料の減少などにより、物件費が
４．０億円減少しています。

10,256

投資的経費

4,060

9,652

8,600

4,3737,432

　○歳出を性質別に分類すると、市の財政構造がわかります。
　○歳出総額の中では、義務的経費、投資的経費ともに増加しました。

10,745

6,682

10,710

59,143

3,959

Ｈ３０ Ｒ５

扶助費

公債費

10,479

区分 Ｈ２５

7,626

6,623

6,282補助費等

5,787

58,489

3,219

繰出金

物件費

その他

歳出総額

4,847

57,159

7,978

5,228

人件費

18%

扶助費

20%

公債費

7%投資的経費

7%

物件費

14%
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令和５年度歳出性質別構成割合
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その他

48%
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○人件費 職員の給与や市議会議員の報酬など人に係る経費

○扶助費 高齢者、しょうがいのある方、児童などを援助するための経費

○公債費 市が借り入れた市債（市の借金）の元金や利息の返済に要する経費

○投資的経費 施設の建設や道路の新設などの社会資本の整備に係る経費

○物件費 旅費、委託料などの消費的な経費

○補助費等 各種団体に対する補助金や交付金、一部事務組合への負担金等

○繰出金 特別会計に移動されて支出される経費

○その他 維持補修費、積立金、貸付金など

義
務
的
経
費

58,489 56,951
53,297 53,560 54,262

57,159 58,558

72,773

58,484 57,052
59,143
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百万円 性質別歳出決算額の推移

人件費 扶助費 公債費 投資的経費 物件費 補助費等 繰出金 その他
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３　人件費

（単位：百万円）

４　県内他市との比較（人件費）

　人件費は、職員給、退職手当、委員報酬、議員報酬などから構成されています。
　本市における人件費の令和５年度決算額は１０４．８億円で、歳出に占める割合は
１８％となっています。

Ｈ２５ Ｒ５

　長浜市の市民一人あたりの人件費は、令和５年度で９万２千円
となっています。合併をした市は、概して人件費が高くなってお
り、人件費の適正化を図っていく必要があります。

7,626

62,348一人あたり(円)

人件費

（単位：人）

91,96668,021

　○期末手当の支給率が変動したことなどにより、０．６億円の増となりま
　　した。
　○引き続き、総人件費の縮減に努めていくこととしています。

区分

10,4798,060

Ｈ３０

　今後も、定員の適正な管理や給与制度の
見直し等による総人件費の縮減に努めてい
きます。
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千円 人件費（市民一人あたり）
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円百万円 人件費の推移

職員給与等 その他人件費 退職手当 市民一人あたり（右軸）

（県内他市中順位）

高い方から

3番目

平均75

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

941 932 942 947 958 970 979 991 975 986 983職員数

職員数 983 人 2235 人 926 人 573 人 777 人 523 人 452 人 665 人 409 人 380 人 543 人 954 人 386 人

市民
1,000人
当たり

9人 6人 8人 7人 6人 6人 6人 8人 8人 7人 12人 9人 10人
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５　投資的経費

６　県内他市との比較（投資的経費）

　本市における投資的経費の令和５年度決算額は
４３．７億円で、歳出に占める割合は７％となっ
ています。令和５年度は浅井中学校長寿命化改修
事業（５．８億円）や地福寺神照線及び大戌亥山
階線整備事業（５．５億円）、豊公園整備事業
（２．４億円）などの実施により、１１．９億円
増加しました。
　また、主に高時川流域に甚大な被害を及ぼした
令和４年８月豪雨の復旧工事を前年度に引き続き
実施しました。

　○投資的経費は、公共施設等の建設や災害復旧の費用です。
　○大型建設事業の実施により、１１．９億円の増となりました。

　投資的経費は、公共施設、公用施設の建設に関する普通建設事業費、台風や地震等の
災害による被害の復旧に関する災害復旧事業費などから構成されています。

　長浜市の市民一人あたりの投資的経費は、令和５年度で３万８
千円で、低い方から４番目となっています。
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千円

千

投資的経費（市民一人あたり）

平均49

（県内他市中順位）

低い方から

４番目

令和５年度の主な投資的経費（単位：千円）

浅井中学校長寿命化改修事業
579,311
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円百万円 投資的経費の推移

投資的経費 市民一人あたり（右軸）
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７　公債費

（単位：百万円）

公債費

８　県内他市との比較（公債費）

　長浜市の市民一人あたりの公債費は、繰上償還の実施により令
和５年度で３万６千円となっています。今後も市債残高を減少さ
せるため、計画的な繰上償還を実施していきます。

4,0608,600

35,630一人あたり(円) 70,315

Ｈ２５ Ｒ５Ｈ３０区分

5,213

43,995

　公債費は、公共施設の建設や道路の整備など、社会資本の整備に充てるために借り入
れた市債（市の借金）を返済する費用のことです。
　長浜市では、これまで市債を有効かつ適正に活用することで、各種の社会資本を円滑
に整備していますが、返済に係る将来の負担も考慮しなければなりません。

　○公債費は、市債（市の借金）を返済する費用です。
　○令和５年度についても、計画的な繰上償還の実施により、一層の財政健
　　全化に向けた取組を進めました。

　こうしたことから、令和５年度も引き続
き６．５億円の計画的な繰上償還を行い、
市債残高の抑制をはかることができ、財政
健全化を進めることができました。

36
29

38

29 32 30

48 49 47 49

75

51
56

0

10

20

30

40

50

60

70

80

長浜 大津 彦根 近江八幡 草津 守山 栗東 甲賀 野洲 湖南 高島 東近江 米原

千円 公債費(市民一人あたり）

平均39

8,600

7,254

5,124
6,052 5,928

5,213 5,260 5,110
4,537 4,284 4,060

70,315

59,545

42,346

50,381 49,721

43,995 44,618 43,736

39,161
37,253 35,630 30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

65,000

70,000

75,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

円百万円 公債費の推移

公債費 繰上償還額 市民一人あたり（右軸）

（県内他市中順位）

低い方から

５番目
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１　市債残高

（単位：百万円）

２　県内他市との比較（市債残高）

その他

計

40,197

32,381

10,539

3,286

　長浜市の市民一人あたりの普通会計の市債残高は、令和５年度で

３５万３千円で、県内他市の中では３番目に低くなっています。

Ⅳ 　市債の状況

　○市債＝市の借金（ローン）です。
　○公共施設などの整備を進める一方で、将来の返済を考えた適正な管理が必要
　　です。

Ｒ５

公共下水道会計

　市債は、一般家庭で言えば借金
（ローン）に当たり、この市債を
発行することを起債と言います。
　公共施設を建設する場合などは
多額の費用を必要とするので、市
債により借り入れを行います。こ
れには、財源を補う目的のほか
に、公共施設は現在だけでなく将
来の世代も利用するものなので、
将来世代にも広く負担してもら
い、世代間の公平性を図るという
意味もあります。
　普通会計の市債残高は、合併後
のまちづくりに係る大型建設事業
の終了に伴い、令和２年度以降減
少しており、令和５年度も、消防
庁舎移転統合整備事業に係る湖北
地域消防組合への負担金の財源な
どに市債を活用しましたが、償還
の進捗等により減少しました。引
き続き、計画的な繰上償還等を進
めることで市債残高の削減に努
め、財政の健全化を図ります。

病院会計

86,403

区分

普通会計
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千円百万円 市債（普通会計）残高の推移

普通会計 市民一人あたり（右軸）
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千円 市債残高（市民一人あたり）

（県内他市中順位）

低い方から

３番目

平均402

- 12 -
-22-



１　債務負担行為額

令和５年度　債務負担行為額の内訳 （単位：千円）

社会福祉・医療 土地改良

商工・観光 都市計画

教育・文化 防災

その他

２　県内他市との比較（債務負担行為額）

Ｐ１１

　長浜市の市民一人あたりの債務負担行為額は、令和５年度で８万
５千円で、県内他市の中では４番目に低くなっています。

0

379,132

　○債務負担行為額とは、将来の支出を約束した経費のことです。
　○債務負担行為額の増加は、将来の長浜市の財政運営に大きく影響します。

1,300,545

2,012,735

　地方公共団体の会計年度は、毎
年４月１日に始まり、翌年の３月
３１日に終わります。工事等を行
う場合、この一会計年度内に契約
をして、工事を終え検査を済ませ
ることが原則です。しかし実際に
は、一会計年度内に終わらない工
事もありますし、長期にわたる資
産形成を行う場合もあります。
　このようなときに、翌年度以降
に地方公共団体の支出を義務づけ
る行為を、債務負担行為と言いま
す。
　長浜市における債務負担行為額
は、令和５年度で９７．０億円と
なっています。

Ⅴ 　債務負担行為額の状況
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千円百万円 債務負担行為額の推移

債務負担行為額 市民一人あたり（右軸）
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低い方から

４番目

平均141
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１　基金残高

（単位：百万円）

２　県内他市との比較（基金残高）

5,209

12,922 22,190

37,03930,579

25,641特定目的基金

6,621

　○基金＝市の預金です。
　○備えあれば憂いなし。大規模災害への備えのほか、将来の公共施設等の改修や
　　まちづくりのために、基金を積み立てておくことが大切です。

　安定的な財政運営を進めるためには、特
に財政調整基金（家庭で言えば、いつでも
自由に使える普通預金）を確保する必要が
あります。長浜市における令和５年度末の
基金残高は、３７４．７億円となっていま
す。

5,827

Ｈ３０区分 Ｒ５Ｈ２５

　長浜市の市民一人あたりの基金残高は、令和５年度で３２万９千
円で、県内他市の中では、４番目に高くなっています。

11,831

財政調整基金

37,470

9,161

　　計

5,688

Ⅵ 　基金の状況

　基金は、一般家庭の預金に当たるもので、年度間の財源調整を図るための「財政調整基
金」、市債（市の借金）の償還に備えるための「減債基金」、特定の事業（地域福祉、教
育環境の整備や産業振興など）に充てるための「特定目的基金」の３種類があります。

減債基金

30,579 31,810

35,563
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千円百万円 基金残高の推移

財政調整基金 減債基金 特定目的基金 市民一人あたり（右軸）
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千円 基金残高（市民一人あたり）

（県内他市中順位）

高い方から

４番目

平均168
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１　経常収支比率

２　県内他市との比較（経常収支比率）

３　財政力指数

４　県内他市との比較（財政力指数）

地方公共団体の財政にどれだけ自由に使えるお金があるのかを示す指標

Ⅶ 　主な財政指数

標準以上の行政サービスを提供できる余裕財源があるのかを示す指標

　この比率は、財政構造の弾力性を測るの
に用いられ、数値が低いほど、急な支出に
対応しやすいことを示しています。
　令和５年度決算では、９１．８％となっ
ています。

　経常的な経費（人件費・扶助費・公債費など毎年継続して支出される経費）が、経常的な一
般財源（市税・地方交付税など毎年度収入があり、使い道を制限されずに自由に使うことので
きる財源）に占める割合を見る指標です。

　長浜市の令和５年度の経常収支比率は、県内他市の中では７番目
に高く、県内市平均並みとなっています。

　長浜市の令和５年度の財政力指数は、県内他市の中では３番目に
低く、県内市平均を下回っています。

　基準財政収入額（地方公共団体の標準的な一般財源収入額として算定した額）を基準財政需
要額（地方公共団体が標準的な行政サービスを行うために用意しなければならない財源）で
割った数値で、過去３年間の平均値を用います。

　この指数が１を超える団体は、普通交付
税の交付を受けていない財政力の豊かな団
体であるといえます。
　令和５年度決算では、０．５２７となっ
ています。
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１　地方公共団体財政健全化法

２　対象とする範囲

公営事業会計

国民健康保険

介護保険　等

公営企業会計
（病院･下水道等）

※公営企
業会計ご
とに算定

土地開発公社・第三セクター等

一部事務組合・広域連合

Ⅷ 　健全化判断比率・資金不足比率

　平成１９年度から「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が施行されたこと
に伴い、地方公共団体は、毎年度、健全化判断比率（①実質赤字比率、②連結実質赤
字比率、③実質公債費比率、④将来負担比率）と公営企業ごとの資金不足比率を監査
委員の審査に付した上で議会に報告し、公表することが義務付けられました。
　また、健全化判断比率が一定以上悪化した場合は、財政健全化計画・財政再生計画
（資金不足比率の場合は経営健全化計画）の策定が義務付けられ、財政の早期健全化
や再生についての制度が整備されました。
　以下では財政健全化法に基づき、令和５年度決算を用いて算定した健全化判断比
率・資金不足比率について､紹介していきます。

公営企
業会計

普通会計

　健全化判断比率の対象となる範囲は、下図のとおりです。
　実質公債費比率や将来負担比率は、一部事務組合や地方公社・第三セクター等への
債務についても算定基礎に含まれることから、今後は、これらを含めた総合的な財政
の健全化に取り組んでいく必要があります。

　○市は、毎年度、健全化判断比率等を公表する必要があります。
　○健全化判断比率が一定以上悪化した場合は、財政健全化計画・財政再生
　　計画の策定等が義務付けられています。

　○実質公債費比率や将来負担比率は、地方公共団体以外の団体における債
　　務に対する負担も算定します。
　○今後、総合的な財政の健全化に取り組んでいく必要があります。

地
方
公
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３　実質赤字比率

　

令和５年度実質赤字比率 早期健全化基準
（実質赤字なし） 財政再生基準

４　連結実質赤字比率

令和５年度連結実質赤字比率 早期健全化基準
（連結実質赤字なし） 財政再生基準

５　実質公債費比率

令和４年度

令和５年度

早期健全化基準

財政再生基準

　○福祉、教育、まちづくり等を行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程
　　度を指標化し、財政運営の深刻度を示す指標

16.63

1.0

1.0

25.0

35.0

　一般会計等の公債費は、当然、一般会計
等の義務的な負担になりますが、公営企業
等他の会計の公債費に対して一般会計等か
ら繰り出す経費や、一部事務組合等により
整備した施設に係る負担金なども一般会計
等の義務的な負担となります。
　このため、こうした公債費に準じた経費
も公債費に加算し、実質的な公債費を算出
して指標化したものが「実質公債費比率」
です。

　○借入金の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、地方公共団体
　　における公債費等による財政負担の度合いを判断する指標
　○起債に協議を要する団体と許可を要する団体の判定に用いられる指標

　地方公共団体の会計年度における歳出は、歳入の範囲内で行うことが原則ですが、
歳入が歳出に不足すると赤字が発生します。これを解消できないと翌年度に繰り越さ
れますが、翌年度においてもその分の赤字が解消できないと更に繰り越され、赤字額
が累積していくことになります。この赤字の程度を示すのが「実質赤字比率」です。

　○全会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程度を
　　指標化し、地方公共団体全体としての財政運営の深刻度を示す指標

- 11.63

20.00

　地方公共団体の会計は、一般会計や特別会計のように、複数の会計に分かれていま
す。しかし、会計が分かれていても地方公共団体としての法人は一つですから、ある
会計が黒字でも別の会計に赤字が多くあれば、全体としては、財政状況がいいとは言
えません。そこで、それぞれの会計の赤字と黒字を合算して、その団体全体の赤字の
程度を示すのが「連結実質赤字比率」です。

-
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６　将来負担比率

７　資金不足比率

○長浜市の健全化判断比率・資金不足比率は、いずれも早期健全化
　基準を下回っていますが、財政運営上問題がないということでは
　ありません。
○このため、現下の厳しい財政状況を踏まえ、行政改革を推進する
　など、引き続き、効率的で持続可能な財政への転換を図っていく
　ことが必要です。

令和５年度

令和５年度

病院事業

　○公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比
　　較して指標化し、経営状況の深刻度を示す指標

350.0

-

　地方公共団体が将来支払っていく負債に
は、一般会計等の地方債残高のほか、債務
負担行為や公営企業等他の会計の地方債残
高のうち一般会計等が負担するもの、ある
いは、一部事務組合等により整備した施設
に係る地方債のうち、その団体の負担分な
どがあります。
　また、土地開発公社や第三セクター等の
負債のうち、地方公共団体がその損失の補
償をする契約をしているものについても、
公社等の経営状況によっては、将来負担し
なくてはならないことがありえます。
　こうしたものも含め、現時点で想定され
る将来負担の程度を指標化したものが「将
来負担比率」です。
　なお、この将来の負担額の計算にあたっ
ては、将来負担額に充てることができる基
金などは、控除することとしています。

令和４年度

　公営企業の経営状況を、公営企業の料金
収入に対する資金不足規模で表したのが資
金不足比率です。この比率が高いほど、料
金収入で資金不足を解消するのが難しくな
り、公営企業として経営状況に問題がある
ことになります。
　なお、資金不足額を計算する場合には、
将来の料金収入等で解消することが予定さ
れている資金不足については、計算上差し
引くこととしています。

-

-

経営健全化基準

農業集落排水事業

20

公共下水道事業 -

資金不足比率

　○地方公共団体の地方債や債務負担行為などの現時点で残高の程度を指標
　　化し、将来の財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示す指標

早期健全化基準

-
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■長浜家の家計簿（令和５年度決算）

給与 423 万円 食費（人件費） 86 万円

　うち基本給（市税・地方譲与税等） 175 万円 医療費・保育料など（扶助費） 99 万円

　うち諸手当（地方交付税・国県支出金） 248 万円 ローンの返済（公債費） 33 万円

雑収入（資産運用・貸付など）(使用料・手数料・財産収入等） 21 万円 光熱水費・通信費（物件費） 66 万円

貯金の取崩（繰入金） 19 万円 家の修理・家電購入（投資的経費等） 40 万円

ローンの借入（市債） 18 万円 家族などへの仕送り（補助費、繰出金等） 132 万円

前年からの繰越（繰越金） 19 万円 銀行への預金など（積立金、貸付金等） 31 万円

合計 500 万円 合計 487 万円

次年への繰越 13 万円

ローン残高（市債残高） 331 万円 (前年比△１４万円）

預貯金残高（基金残高） 309 万円 (前年比　＋４万円）

《収入》 《支出》

　市の決算は金額が大きいなどイメージしづらいことがありますので、大まかなイメージをもっていただくため、ここでは年収５００万円の一般
家庭（子育て世帯）の家計に置き換えて表しています。

➣市(地方自治体）は、国とは異なり、収入不足を借金で賄うことはできません。

➣市の財政運営では、道路を作ったり、建物を建てるときには、借金で工事代金を支払い、

毎年、借金の返済をすることで、長期間にわたって使うことができる道路や建物を整備す

る費用が一時に集中せず、使用する期間で公平になる仕組みを取り入れています。

➣令和５年度ではローンを３３万円（利息含む）返済する一方、新たな借入は１８万円に抑え

ました。

➣前年からの繰越は１９万円ありましたが、次年への繰越は１３万円となり、６万円減りまし

た。

※実際には、一般家庭の家計とは収入・支出の構成、お金の確保の方法や使い方に対する

考え方が大きく異なるため、置き換えて比較することはできませんが、大まかなイメージ

を持っていただくという視点で作成しています。

➣支出のうち、医療費・保育料など（扶助費）、ローンの返済（公債費）、食費（人件費）の３つ

は「義務的経費」と呼ばれ、自由に削減できない固定的な支出です。

➣「義務的経費」が多いことは、一般家庭のエンゲル係数（家庭における食費の占める割合）

が高いことと同じで、家計にあまり余裕がないことを意味します。

長浜市の「義務的経費」の割合は４４．８％です。

➣光熱水費・通信費（物件費）は近年高騰しており、家計を圧迫しています。

➣家の修理や家電購入（投資的経費）などを我慢したり、先送りするなどして、何とか医療

費・保育料（扶助費）や家族などへの仕送り(補助金・繰出金等）を捻出しています。

➣長浜市は９つの市町が１つになった市のため、たくさんの建物や家電を持ち寄っています

が、どれも古くなっており、修理や買い替えが必要になってきています。 全部を修理した

り買い替えるにはたくさんのお金が必要になるため、数を減らしていかなければなりませ

ん。

義務的経費
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参考資料９ 

議員活動について 

 

議員の活動：①議会活動と②議員活動 

①議会活動：本会議及び委員会、会派代表者会議並びに全員協議会等への出席、委員派遣（市内・

市外調査視察） 

②議員活動：議員が自治体の事務に関して調査・研究するための活動、市民に対する議会報告、市

民意思の把握のための会派の一員又は議員個人としての活動など 

 

※調査・研究等の活動は、重要な議員活動の一つです。議員が市民の市政反映のための意見を聞い

たり相談等を受ける場合、そこで得られた情報は、政策に関する情報として蓄積され、政策案と

して執行部に提案したり、議会・議員提出議案に繋がります。政務活動費は会派又は議員個人の

活動を議会活動に繋げていくための経費といえます。 

 
 

※議会活動のうち、本会議及び委員会の開催状況 

○本会議開催状況                   （令和６年８月～令和７年６月） 

会 議 名 
審議 

期間 

本会議 

日数 

一般質問 

会  期 代 表 個 人 

日数 人数 日数 人数 

８月招集議会 １ １ ― ― ― ― 

令和６年８月１日 

～令和７年６月２４日 

（３２８日間） 

９月定例月議会 ３２ ５ １ ３ ２ １０ 

１２月定例月議会 ２７ ５ ― ― ３ １７ 

１月特別議会 １ １ ― ― ― ― 

３月定例月議会 ３２ ５ １ ３ ２ １５ 

６月定例月議会 ２６ ５ ― ― ３ １６ 

計 １１９ ２２ ２ ６ １０ ５８ 

 

（令和５年８月～令和６年６月） 

会 議 名 
審議 

期間 

本会議 

日数 

一般質問 

会  期 代 表 個 人 

日数 人数 日数 人数 

８月招集議会 １ １ ― ― ― ― 

令和５年８月８日 

～令和６年６月２５日 

（３２３日間） 

８月特別議会 １ １ ― ― ― ― 

９月定例月議会 ２６ ５ １ ４ ２ １５ 

１２月定例月議会 ２４ ５ ― ― ３ １６ 

２月特別議会 １ １ ― ― ― ― 

３月定例月議会 ２６ ５ １ ４ ２ １２ 

５月特別議会 １ １ ― ― ― ― 

６月定例月議会 ２３ ４ ― ― ２ １６ 

計 １０３ ２３ ２ ８ ９ ５９ 
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○委員会の開催状況                 （令和６年８月～令和７年７月） 

委 員 会 名 開 催 数 付託議案件数 請願件数 

総 務 教 育 常 任 委 員 会 １３  ２８  ５ 

健 康 福 祉 常 任 委 員 会 １０  １１  １ 

産 業 建 設 常 任 委 員 会 １３  １６  １  

予 算 常 任 委 員 会 ７  ３６  ０  

議 会 運 営 委 員 会 ２９ ０  ２  

決 算 特 別 委 員 会  １  ７  ０  

地域医療再編特別委員会 １３ ０ ０ 

広 報 広 聴 委 員 会 １０ ０ ０ 

 

                   （令和５年８月～令和６年７月） 

委 員 会 名 開 催 数 付託議案件数 請願件数 

総 務 教 育 常 任 委 員 会 １３  ３５  ４  

健 康 福 祉 常 任 委 員 会 １５  ２５  ６  

産 業 建 設 常 任 委 員 会 １３  ２１  １  

予 算 常 任 委 員 会 ６  ３１  ０  

議 会 運 営 委 員 会 ４６ ０  １  

決 算 特 別 委 員 会  １  ７  ０  

地域医療再編特別委員会 ６ ０ １ 

広 報 広 聴 委 員 会 １０ ０ ０ 

                    ※予算常任委員会・決算特別委員会の各分科会は除く 

 

※議員提出議案等                     （令和６年８月～令和７年６月） 

 議会名 議決日 議案名 提出者等 

決議案 

令和７年１月 

特別議会 

令和７年 

１月２７日 

議案第４号 令和６年度長浜市

病院事業会計補正予算（第２号）

に対する付帯決議 

予算常任委員会 

令和７年６月 

定例月議会 

令和７年 

６月２４日 
適正な事務執行を求める決議 議会運営委員会 

意見書案 

令和６年９月 

定例月議会 

令和６年 

９月３０日 

県と市との連携による産業用地

開発事業に関する候補地の決定

に係る意見書 

産業建設常任委員

会 

令和６年９月 令和６年 刑事訴訟法の再審規定（再審法） 総務教育常任委員
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定例月議会 ９月３０日 の改正を求める意見書 会 

令和６年１２月 

定例月議会 

令和６年 

１２月１８日 

北方領土問題の早期解決等を求

める意見書 

総務教育常任委員

会 

令和７年３月 

定例月議会 

令和７年 

３月２４日 

多様な人材の地方議会への参加

促進を求める意見書 

中川勇議員 

松本長治議員 

令和７年６月 

定例月議会 

令和７年 

３月２４日 

選択的夫婦別姓制度の法制化を

求める意見書 

総務教育常任委員

会 

委員会提出

議案 

令和６年１２月 

定例月議会 

令和６年 

１２月１８日 

長浜市議会委員会条例の一部改

正について 
議会運営委員会 

令和６年１２月 

定例月議会 

令和６年 

１２月１８日 

長浜市議会会議規則の一部改正

について 
議会運営委員会 

令和６年１２月 

定例月議会 

令和６年 

１２月１８日 

長浜市議会基本条例の一部改正

について 
予算常任委員会 

令和６年３月 

定例月議会 

令和７年 

３月５日 

長浜市認知症とともに生きる基

本条例の制定について 

健康福祉常任委員

会 

令和６年３月 

定例月議会 

令和７年 

３月５日 

長浜市議会の個人情報の保護に

関する条例の一部改正について 
議会運営委員会 

令和６年３月 

定例月議会 

令和７年 

３月２４日 

議案第８号 令和７年度長浜市

一般会計予算に対する修正案 
予算常任委員会 

令和６年３月 

定例月議会 

令和７年 

３月２４日 

令和７年度長浜市一般会計予算

（修正部分及び修正部分を除く

原案） 

再議 

 

                   （令和５年８月～令和６年６月） 

 議会名 議決日 議案名 提出者等 

決議案 

令和５年８月 

特別議会 

令和５年 

８月２２日 

将来にわたって持続可能な質の

高い医療を確保するための決議 

松本長治議員 

ほか１３名 

令和５年１２月 

定例月議会 

令和５年 

１２月２０日 

日本赤十字社との協議開始確認

書の内容と病院再編の検討につ

いて事前に市議会への内容説明

を求める決議 

北川陽大議員 

ほか２名 

令和６年２月 

特別議会 

令和６年 

２月８日 

医師派遣をストップさせないた

めの病院経営一体化を早期に進

める決議 

押谷正春議員 

ほか２名 

令和６年３月 

定例月議会 

令和６年 

３月２２日 

議案第２号 令和６年度長浜市

一般会計予算に対する付帯決議 

伊藤喜久雄議員 

ほか４名 

令和６年６月 

定例月議会 

令和６年 

６月３日 

パレスチナ自治区ガザにおける

即時停戦と人道状況の改善に向

けた外交努力を求める決議 

伊藤喜久雄議員 

ほか４名 

意見書案 
令和５年１２月 

定例月議会 

令和５年 

１２月２０日 

県北部地域の発展に寄与する

「北の近江振興プロジェクト」

産業建設常任委員

会 
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の推進に向けた県制度における

規制措置の緩和を求める意見書 

令和６年６月 

定例月議会 

令和６年 

６月２５日 

女性差別撤廃条約選択議定書の

すみやかな批准を求める意見書 

総務教育常任委員

会 

議員提出議

案 

令和６年６月 

定例月議会 

令和６年 

６月２５日 

議案第５２号 令和６年度長浜

市一般会計補正予算（第１号）

に対する修正案 

千田貞之議員 

ほか３名 

令和６年６月 

定例月議会 
－ 

議案第５２号 令和６年度長浜

市一般会計補正予算（第１号）

に対する修正案 

加納義之議員 

ほか３名 

委員会提出

議案 

令和５年９月定例

月議会 

令和５年 

９月１３日 

長浜市議会議員の請負の状況の

公表に関する条例の制定につい

て 

議会運営委員会 

令和５年９月定例

月議会 

令和５年 

９月１３日 

長浜市議会議員政治倫理条例の

一部改正について 
議会運営委員会 

令和６年３月 

定例月議会 

令和６年 

３月２２日 

議案第２号 令和６年度長浜市

一般会計予算に対する修正案 
予算常任委員会 

令和６年３月 

定例月議会 

令和６年 

３月２２日 

令和６年度長浜市一般会計予算

（修正部分及び修正部分を除く

原案） 

再議 

令和６年６月 

定例月議会 

令和６年 

６月２５日 

長浜市議会基本条例の一部改正

について 
議会運営委員会 
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参考資料 10 

政務活動費について 

 

◎政務活動費とは 

政務活動費は、地方自治法第 100条第 14項から第 16項まで及び長浜市議会政務活動費の交付に

関する条例の規定に基づき、長浜市議会議員の調査研究その他の活動（政務活動）に資するため、

必要な経費の一部として、議会における会派又は議員に対し交付されるものです。 

このため、交付された政務活動費は、政務活動に要する経費に適切に充当されなければならず、

条例で定められた対象経費以外に充当することは認められません（条例第７条）。 

 
 

◎政務活動費の対象経費 
 

項 目 内  容 使途の例 

調 査 

研究費 

会派又は議員（以下「会派等」という。）が

行う市の事務、地方行財政等に関する調査研

究（先進地調査）に関する経費 

交通費等、宿泊費、資料代、調査委

託費、自動車レンタル代、施設入場

料、視察先への土産代 等 

研修費 

会派等が研修会を開催するために必要な経

費、団体等が開催する研修会の参加に要する

経費 

講師等謝礼金、会場費、参加費、資

料代、交通費等、宿泊費 等 

資 料 

作成費 

会派等の行う調査研究その他の会派等の活

動のために必要な資料の作成に要する経費 

印刷製本費、コピー代、写真代、翻

訳料、事務機器等のリース代 等 

資 料 

購入費 

会派等の行う調査研究その他の会派等の活

動のために必要な図書、資料等の購入に要す

る経費 

参考図書、定期刊行物、CD・DVD等の

購入費 等 

広報費 

会派等の調査研究活動、議会活動及び市の政

策について住民に報告し、ＰＲするために要

する経費 

広報紙又は報告書の印刷費、送料、

会場費、ホームページ等制作費 等 

広聴費 

会派等が住民からの市政及び市の政策等に

対する要望、意見を吸収するための会議等に

要する経費 

会場費、印刷製本費、送料、事務機

器等の借上料・使用料 等 

要請・陳 

情活動費 

会派等が要請、陳情活動を行うために必要な

経費 
旅費、交通費等、宿泊費 等 

事務費 
会派等が行う活動に係る事務の遂行に要す

る経費 

事務用品代、通信費、事務機器等の

リース代 等 

その他 

の経費 

上記以外の経費で会派等の行う調査研究そ

の他の会派等の活動に要する経費 

給料、手当、賃金、事務所の賃借料、

光熱水費 等 
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※政務活動費の対象経費（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

（「第31次地方制度調査会 第20回専門小委員会」総務省提出資料より抜粋） 

 

◎政務活動費の交付等について 

・交付申請等 

・会派又は議員は、年度初めに政務活動費の交付申請をします。 

・政務活動費は、会派又は議員へ半期ごとに支給されます。 

・残余金の返還 

 ・政務活動費の交付を受けた会派又は議員は、当該政務活動費の総額から、その年度中に政務活

動に要した経費として支出した額を控除して残余がある場合は、その額を返還します（条例第

１１条）。また、使途基準に適合していないと判断される支出は残余とみなされます。 

 ・領収書等が添付されていないため、使途基準に従っているかどうか判断が困難な場合も残余と

見なされます。 

・収支報告書の作成・提出等 

・政務活動費の交付を受けた会派又は議員は、収支報告書に明細書、領収書等の原本を添付し、

議長へ提出します。 

・収支報告書等の公開 

 ・収支報告書、明細及び領収書等並びに視察報告書は、年度ごとに議会のホームページで公開し

ています。 
 

◎政務活動費交付の根拠となる法律、条例等 

 ●地方自治法（第100条第14項～第16項） 

14 普通地方公共団体は、条例の定めるところにより、その議会の議員の調査研究その他の活

動に資するため必要な経費の一部として、その議会における会派又は議員に対し、政務活動

費を交付することができる。この場合において、当該政務活動費の交付の対象、額及び交付

の方法並びに当該政務活動費を充てることができる経費の範囲は、条例で定めなければなら

ない。 

15 前項の政務活動費の交付を受けた会派又は議員は、条例の定めるところにより、当該政務

活動費に係る収入及び支出の状況を書面又は電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人

の知覚によつては認識することができない方式で作られる記録であつて、電子計算機による

情報処理の用に供されるものをいう。以下同じ。）をもつて議長に報告するものとする。 

16 議長は、第14項の政務活動費については、その使途の透明性の確保に努めるものとする。 

政党活動 選挙活動 後援会活動 私人としての活動 等 

会派・議員としての活動のうち、調査研究活動と認められないもの 

（例）補助金の要請活動 

 

本会議への出席 委員会への出席 全員協議会への出席 議員派遣 等 

会派・議員としての活動 

会派・議員としての活動のうち、調査研究活動と認められるもの 

（例）議会活動にかかる調査   議会活動にかかる資料の作成 

   議員・会派による広報活動 会派による会議 等 

調査研究活動 

議会活動 

政
務
活
動
費 

費用弁償 
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 ●長浜市議会基本条例（第16条） 

（政務活動費） 

第20条 議員は、調査研究その他の活動に資するため必要な経費の一部として交付される

政務活動費の執行に当たっては、長浜市議会政務活動費の交付に関する条例（平成18年

長浜市条例第７号）を遵守しなければなりません。 

２ 政務活動費に関する書類は、その支給を受けた日の属する年度から起算して５年間、

いつでも市民に閲覧可能な状態で保管しなければなりません。 

３ 市民から書面により、政務活動費に関する書類の閲覧及び公開請求があった場合は、

誠意をもって速やかに対応しなければなりません。ただし、長浜市情報公開条例（平成

18年長浜市条例第17号）第７条第１号に規定する個人情報は除くものとします。 

 

 ●長浜市議会政務活動費の交付に関する条例 

 （政務活動の範囲） 

第２条 この条例において、政務活動とは、政党活動、後援会活動等の選挙活動等を除

く、会派活動及び議員活動をいう。 

２ 会派活動とは、議会内の議員で構成する団体として、政策立案、政策提言、調査研

究、住民意思の把握、広報広聴活動等を主体的に実施するとともに、会派に所属する議

員が会派の職務を果たすための活動をいう。 

３ 議員活動とは、政策立案、政策提言、調査研究、住民意思の把握、広報広聴活動等を

いう。 
 

（使途基準） 

第７条 会派又は議員は、政務活動費を別表に定める使途基準に従って使用するものと

し、市政に関する調査研究及び政務活動に資するため必要な経費以外のものに充てては

ならない。 
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年度 会派 種別 目的 場所

視察 地域医療連携推進法人「備北メディカルネットワーク」について 三次地区医療センター（広島県三次市）

視察 完全個室化導入の経過と運営について 香川県三豊市

視察 閉校後の施設利活用について のじまスコーラ（兵庫県淡路市）

視察 利府町まち・ひと・しごと創造ステーションについて 宮城県利府町

視察 大川震災伝承館・南三陸３１１メモリアルについて 宮城県石巻市・宮城県本吉郡南三陸町

視察 南三陸病院について 宮城県本吉郡南三陸町

視察 文化遺産の継承について
道の駅平泉世界遺産ガイダンスセンター・平泉文化遺
産センター（岩手県西磐井郡平泉町）

視察 台東区北部地域におけるリノベーション型まちづくり事業について 東京都台東区

視察
長浜市の医療再編と地域医療の未来～厚生労働省の見解を踏まえた考察
～について

厚生労働省医政局地域医療計画課地域医療構想推進
室（東京都千代田区）

視察 異なる自治体間の病院統合の事例について
静岡県掛川市・袋井市病院企業団立中東遠総合医療
センター（静岡県掛川市・袋井市）

研修 地方議員研究会　自治体病院の基礎と課題 京都JAビル（京都府京都市）

視察 震災による隆起の状況について 黒島漁港（石川県輪島市）

視察 災害瓦礫集積の状況について モータースポーツ公園（石川県輪島市）

視察 仮設住宅の状況について 門前町（石川県輪島市）

視察 全室個室の状況について 加賀市医療センター（石川県加賀市）

視察 旧市民病院の活用について かが交流プラザ（石川県加賀市）

研修
2024年5月地方議会セミナー　予算における基礎知識～予算書を理解す
る

Zoom参加

研修
2024年5月地方議会セミナー　決算における基礎知識～決算書を理解す
る

Zoom参加

研修
第70回市町村議会議員研修会　少子化に立ち向かうのは地域から～「異次
元の少子化対策」批判

Zoom参加

研修
第72回市町村議会議員研修会　「PPP/PFIとは」「全国で広がる公園
PPP/PFIの動きと概観」

Zoom参加

研修 第73回市町村議会議員研修会　再エネ乱開発から地域を守る Zoom参加

視察 消滅可能性自治体について（滋賀県中心に）
内閣府地方創生推進事務局地方創生推進室（東京都
千代田区）

視察 ふるさと納税制度について 総務省自治税務局市町村税課（東京都千代田区）

視察 国立行政法人農業高等専門学校創設について 文部科学省高等教育局専門教育課（東京都千代田区）

視察 横浜市立みなと赤十字病院の指定管理者制度導入について 横浜市立みなと赤十字病院（神奈川県横浜市）

視察 県立丹波医療センターについて 兵庫県丹波市

視察 新エネルギー施策について 島根県出雲市

視察 中心市街地活性化事業等について 島根県松江市

視察 青森市民病院の地域医療再編の検討等について 青森県青森市

視察 農山漁村の地域経営について 青森県弘前市

視察 上十三まるごとネットについて 青森県十和田市

研修 地方議員研究会　自治体病院の基礎と課題 京都JAビル（京都府京都市）

政務活動費：視察研修の目的と場所一覧

恵風会

日本共
産党長
浜市議
団

新しい風

公明党
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視察 震災による隆起の状況について 黒島漁港（石川県輪島市）

視察 災害瓦礫集積の状況について モータースポーツ公園（石川県輪島市）

視察 全室個室の状況について 加賀市医療センター（石川県加賀市）

視察
体験型歴史アクティビティ「戦国チャンバラ合戦」を通した市内の山城跡を活
用した活性化事業

岐阜県可児市

視察 デジタルのプログラミングを活かしたSTEAM教育　不登校対策 石川県加賀市

視察 三浦市立病院の経営改革 神奈川県三浦市

視察 コミュニティスクール及び地域学校協働活動について 茨城県牛久市

視察 オンデマンドのイータク 福井県坂井市

視察 教育支援センターSaSaLAND 長野県長野市

視察 どろんこ保育園 東京都東大和市

研修 地方議員研究会　議員活動の基本・議会活動の基本 リファレンス駅東ビル（福岡県福岡市）

研修
地方議員研究会　執行部にあしらわれない質問の組み立て方・質問で成果を
上げる方法

リファレンス駅東ビル（福岡県福岡市）

視察 利府町まち・ひと・しごと創造ステーションについて 宮城県利府町

視察 災害の伝承について 宮城県石巻市・宮城県本吉郡南三陸町

視察 県立平泉世界遺産ガイダンスセンターについて
道の駅平泉世界遺産ガイダンスセンター（岩手県西磐
井郡平泉町）

研修 湖北長浜の地域医療と病院再編を考える 臨湖（滋賀県長浜市）

研修
第18回全国市議会議長会研究フォーラム　統一地方選挙の検証と地方議会
の課題

西日本総合展示場（福岡県北九州市）

視察 地方自治体における防災・減災の取組について 内閣府・消防庁（東京都千代田区）

視察 「勉強カフェ」の運営について 一番町スタジオ（宮城県仙台市）

視察 復興の取組と課題等について 福島県双葉郡双葉町

研修
自治体問題研究所　新人議員に贈る、二つの講義　「地方自治のしくみと法」
「議会力・議員力の向上をめざす議会改革」

Zoom参加

研修 自治体問題研究所　マイナンバーカードのしくみや利用の実態がわかる Zoom参加

研修
自治体問題研究所　講義と事例報告で２つの政策を学ぶ　「地域循環経済と
有機農業の可能性」「少子化時代の自治体政策」

Zoom参加

研修 自治体研究社　地方議会議員政策セミナー　予算議会に向けた2日間の講座 日本教育会館（東京都千代田区）

視察 病院再編の考え方について 厚生労働省医政局地域医療計画課（東京都千代田区）

視察 過疎地域拡大に伴うまちづくり施策等について
総務省自治行政局地域力創造グループ過疎対策室
（東京都千代田区）

視察 高時川の濁水問題に伴う崩落現場の状況確認 旧ベルクスキー場近辺（滋賀県長浜市）

視察 着地型観光及び観光誘客について 福島県会津若松市

視察 震災対策　震災からの復興の軌跡について 宮城県仙台市

視察 福島イノベーション・コースト構想推進機構について 福島県双葉郡二葉町

視察 定住促進対策事業について 長崎県雲仙市

視察 地域包括ケアシステムについて 長崎県長崎市

視察 地方独立行政法人方式について 長崎みなとメディカルセンター（長崎県長崎市）

視察 地域医療と入退院支援連携ガイドブックについて 長崎県諫早市

公明党

つなぐ
長浜

杉本英
一議員

令
和
6
年
度

令
和
5
年
度

恵風会

日本共
産党長
浜市議
団

新しい風
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公明党 研修
第18回全国市議会議長会研究フォーラム　統一地方選挙の検証と地方議会
の課題

西日本総合展示場（福岡県北九州市）

視察 トビチ商店街、トビチマーケットの取組について 長野県上伊那郡辰野町

視察 若者世代の移住定住を推進する取組について 千葉県香取郡多古町

視察 常石ともに学園について 広島県福山市

視察 JR太市駅の改築と駅周辺のまちづくり 兵庫県姫路市

研修 地方議員研究会　財政基礎研修Level1 リファレンス新有楽町ビル（東京都千代田区）

研修 地方議員研究会　議員活動新人研修１・２ リファレンス駅東ビル（福岡県福岡市）

研修
第18回全国市議会議長会研究フォーラム　統一地方選挙の検証と地方議会
の課題

西日本総合展示場（福岡県北九州市）

研修 部落解放研究　第56回全国集会 和歌山県民文化会館（和歌山県和歌山市）

研修 地方議員研究会　議員が知っておくべき財政のツボ① リファレンス駅東ビル（福岡県福岡市）

令
和
5
年
度

つなぐ
長浜

杉本英
一議員
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自治体名 交付額 決算額
使用率

（決算額÷交付額×100）
備考

長浜市議会 5,140,000円 4,348,115円 84.59%
議員定数：22名

2万円／月・人

大津市議会 30,450,000円 20,266,175円 66.56%
議員定数：38名

7万円／月・人

草津市議会 8,610,000円 6,086,757円 70.69%
議員定数：24名

3万円／月・人

東近江市議会 5,760,000円 5,419,392円 94.09%
議員定数：22名

2万円／月・人

彦根市議会 6,240,000円 5,184,854円 83.09%
議員定数：22名

2.2万円／月・人

令和５年度政務活動費の実績（人口類似団体）
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参考資料15

プレス 市長 江畑副市長 荻田副市長 月日 曜日 開始 終了 用務 挨拶 会場

- - ○ - 6月1日 日 8:30 9:00 第37回長浜市陸上競技大会 ○ 浅井ふれあいグラウンド

○ ○ - - 6月1日 日 10:00 11:00 自由民主党滋賀県支部連合会　令和7年定例大会 -
びわ湖大津プリンスホテル　3
階プリンスホール

○ ○ - - 6月1日 日 14:00 15:30 龍野歴史文化資料館企画展　脇坂安治400回忌特別記念講演会 - たつの市立中央公民館

- - ○ - 6月2日 月 9:30 10:00 内部協議 - 副市長室

○ ○ - - 6月2日 月 9:40 10:10 平和堂移動スーパー出発式（西浅井地域） ○ 西浅井まちづくりセンター

- - - ○ 6月2日 月 10:00 11:00 内部協議 - 副市長室

- - ○ - 6月2日 月 10:30 11:00 内部協議 - 副市長室

- ○ - - 6月2日 月 11:00 11:30 外部面談 - 市長室

- ○ - - 6月2日 月 11:30 12:00 内部協議 - 市長室

- ○ ○ ○ 6月2日 月 13:00 13:30 内部協議 - 市長室

- ○ - - 6月2日 月 13:30 13:45 集中決裁 - 市長室

- - ○ - 6月2日 月 13:30 14:00 内部協議 - 副市長室

- ○ - - 6月2日 月 13:45 14:00 内部協議 - 市長室

○ ○ - - 6月2日 月 14:00 14:30 長浜市優良工事表彰式 ○ 市長応接室

- - - ○ 6月2日 月 14:00 15:00 内部協議 - 副市長室

- - ○ - 6月2日 月 14:30 14:45 集中決裁 - 副市長室

- ○ - - 6月2日 月 14:40 14:55 長浜キヤノン訪問 - 長浜キヤノン

○ ○ - - 6月2日 月 15:15 16:00 長浜市平和祈念式典　実行委員会 - 市長室

- ○ - - 6月2日 月 16:00 16:10 外部面談 - 市長室

- ○ - - 6月2日 月 16:15 16:30 集中決裁 - 市長室

- ○ ○ ○ 6月2日 月 16:30 17:00 内部協議 - 市長室

- ○ - - 6月2日 月 17:00 17:30 外部面談 - 市長応接室

- ○ - ○ 6月2日 月 17:30 18:00 内部協議 - 市長室

- - ○ - 6月3日 火 9:00 9:30 内部協議 - 商工会議所会頭室

○ ○ - - 6月3日 火 12:00 12:45 全国高速道路建設協議会第61回総会 - 砂防会館別館シェーンバッハ・サボー

○ ○ - - 6月3日 火 13:00 14:25 全国市長会　第2分科会 - 東京ガーデンテラス紀尾井町　紀尾井カンファレンス

- - - ○ 6月3日 火 13:00 13:30 内部協議 - 副市長室

○ ○ - - 6月3日 火 15:30 17:00 全国市長会　市長フォーラム - 日本消防会館

- ○ - - 6月3日 火 17:00 18:00 地元国会議員との意見交換会 - 全国町村会館

○ ○ - - 6月3日 火 18:00 18:30 赤門市長会総会 - ラウンジ千代田（千代田放送会館1階）

- - ○ - 6月3日 火 19:00 19:15 令和7年度　長浜市青少年育成市民会議総会 ○ 高月まちづくりセンター

- - ○ - 6月4日 水 9:30 11:00 契約審査委員会 - 特別会議室

- - - ○ 6月4日 水 9:50 10:30 北郷里地区 移動販売協定締結式・出発式 ○ 北郷里まちづくりセンター

○ ○ - - 6月4日 水 10:00 12:00 第95回全国市長会議（通常総会） - ホテルニューオータニ

○ ○ - - 6月4日 水 12:00 12:20 全国市長会　経済委員会 - ホテルニューオータニ

- - ○ - 6月4日 水 12:30 13:10 淡海観光ボランティアボランティアガイド連絡協議会交流研修会 ○ 木之本スティックホール

- - - ○ 6月4日 水 13:20 14:00 南郷里地区 移動販売出発式 ○ 南郷里まちづくりセンター

- - ○ - 6月4日 水 14:00 14:30 内部協議 - 副市長室

- - ○ - 6月4日 水 15:15 15:45 6月議会　質問調整会議 - 特別会議室

- ○ ○ ○ 6月4日 水 15:45 16:45 内部協議 - 市長室

- ○ - - 6月4日 水 16:45 17:15 内部協議 - 副市長室

- ○ - - 6月4日 水 17:30 - 長浜市防火保安協会 ○ グランパレー京岩

- - ○ - 6月4日 水 18:00 20:00 山岡記念財団 2025年度賛助会員年次総会 - ヒルトン大阪

- ○ - - 6月5日 木 11:30 11:45 集中決裁 - 市長室

- ○ - - 6月5日 木 11:45 12:00 内部協議 - 市長室

- ○ - - 6月5日 木 12:00 12:15 内部協議 - 市長室

○ ○ ○ ○ 6月5日 木 13:00 19:00 長浜市議会定例会令和7年6月定例月議会 答弁調整 - 特別会議室

- - ○ - 6月6日 金 8:30 8:45 外部面談 - 副市長室

- ○ - - 6月6日 金 8:30 9:00 内部協議 - 市長室

○ ○ ○ ○ 6月6日 金 9:00 12:00 長浜市議会定例会令和7年6月定例月議会 答弁調整 - 特別会議室

- ○ ○ ○ 6月6日 金 12:00 12:15 内部協議 - 市長室

- ○ - - 6月6日 金 13:00 13:30 外部面談 - 市長室

○ ○ ○ ○ 6月6日 金 13:30 19:00 長浜市議会定例会令和7年6月定例月議会 答弁調整 - 特別会議室

- ○ - - 6月7日 土 - - 公務なし - -

○ ○ ○ ○ 6月8日 日 9:30 16:00 長浜市議会定例会令和7年6月定例月議会 答弁調整 - 特別会議室

- ○ - - 6月9日 月 8:40 8:55 内部協議 - 市長室

○ ○ ○ ○ 6月9日 月 9:00 12:00 長浜市議会定例会令和7年6月定例月議会 答弁調整 - 特別会議室

○ ○ ○ ○ 6月9日 月 13:00 15:00 長浜市議会定例会令和7年6月定例月議会 答弁調整 - 特別会議室

- ○ - - 6月9日 月 15:00 15:30 外部面談 - 市長室

- - ○ - 6月9日 月 15:00 16:30 理事会（長浜文化スポーツ振興事業団） - 長浜文化芸術会館

- ○ - - 6月9日 月 15:30 16:00 内部協議 - 市長室

○ ○ ○ ○ 6月9日 月 16:30 - 長浜市議会定例会令和7年6月定例月議会 答弁調整 - 特別会議室

- ○ ○ ○ 6月9日 月 17:00 17:30 内部協議 - 市長室

○ ○ - - 6月10日 火 8:00 8:30 第31回湖北地区親善(長信杯)ゲートボール大会 ○
すぱ一く山東・グリーンドーム
山東

- ○ - - 6月10日 火 9:00 9:15 外部面談 - 市長室

- ○ - - 6月10日 火 9:15 9:30 集中決裁 - 市長室

- ○ - - 6月10日 火 9:30 9:40 内部協議 - 市長室

- ○ - - 6月10日 火 11:00 12:00 竹生島神社　三社弁才天祭り - 竹生島神社

- - ○ - 6月10日 火 13:00 15:00 長浜曳山文化協会　理事会 - 曳山博物館

市長・副市長　令和７年６月　スケジュール

※内部協議…市長（副市長）からの指示や各担当課からの事業、出席行事等に関する説明

※外部面談…市民や各種団体等、外部から市長（副市長）に面談申し入れがあったもの

※短時間（10分未満）の簡易な協議や報告は省略
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- - - ○ 6月10日 火 13:00 13:30 内部協議 - 副市長室

○ ○ - - 6月10日 火 14:00 15:00 伊香交通安全協会通常総会 ○ 高月まちづくりセンター

- - - ○ 6月10日 火 14:00 15:00 内部協議 - 副市長室

- ○ - ○ 6月10日 火 15:45 16:00 内部協議 - 市長室

- ○ - ○ 6月10日 火 16:00 16:15 内部協議 - 市長室

- - ○ - 6月10日 火 16:00 16:15 内部協議 - 副市長室

- ○ - - 6月10日 火 16:15 16:45 集中決裁 - 市長室

- ○ ○ - 6月10日 火 16:45 17:15 内部協議 - 市長室

- ○ ○ - 6月10日 火 17:15 17:30 内部協議 - 市長室

- ○ - - 6月10日 火 17:15 17:45 内部協議 - 市長室

○ ○ ○ ○ 6月11日 水 9:15 9:30 議会運営委員会 - 委員会室

○ ○ ○ ○ 6月11日 水 10:00 - 6月定例月議会　本会議（一般質問） - 議場

- ○ - - 6月11日 水 17:00 19:00 伊香安全運転管理者協会　意見交換会 ○ 京岩ダイニング

- ○ - - 6月12日 木 9:00 9:10 内部協議 - 市長室

○ ○ ○ ○ 6月12日 木 9:30 - 6月定例月議会　	本会議（一般質問） - 議場

○ ○ ○ ○ 6月13日 金 9:30 - 6月定例月議会　	本会議（一般質問） - 議場

- - ○ - 6月13日 金 13:30 13:45 決裁 - 副市長室

- ○ - - 6月13日 金 14:00 14:45 内部協議 - 市長室

- - - ○ 6月13日 金 14:00 16:00 内部協議 - 副市長室

- ○ - - 6月13日 金 15:00 15:15 内部協議 - 市長室

- - ○ - 6月13日 金 15:15 15:30 内部協議 - 市長室

- ○ - - 6月13日 金 15:30 16:30 集中決裁 - 市長室

- ○ ○ - 6月13日 金 16:30 17:00 内部協議 - 市長室

- ○ - - 6月13日 金 17:00 17:15 内部協議 - 市長室

- ○ - - 6月13日 金 17:15 17:45 内部協議 - 市長室

○ ○ - - 6月14日 土 11:00 11:30
わたSHIGA輝く国スポビーチバレーボール種目リハーサ
ル大会　代表者会議（開会式）

○ 長浜文化芸術会館

○ ○ - - 6月15日 日 9:15 9:30 第47回滋賀県小学生柔道大会 ○ 湖北THGツインアリーナ

○ ○ - - 6月15日 日 9:45 10:30 己高庵　新緑茶会 - 己高庵

- ○ - - 6月15日 日 10:45 11:30 江北図書館企画展 - 江北図書館2階

- ○ - - 6月16日 月 8:15 8:45 内部協議 - 市長室

- ○ ○ ○ 6月16日 月 8:45 9:00 市長裁定　6月定例月議会追加議案 - 市長室

- ○ - ○ 6月16日 月 9:00 10:00 内部協議 - 市長室

- ○ - - 6月16日 月 10:00 10:30 外部面談 - 市長室

- - ○ - 6月16日 月 10:00 - 産業建設常任委員会・予算常任委員会産業建設分科会 - 委員会室

- ○ - - 6月16日 月 10:30 11:00 内部協議 - 市長室

- ○ - - 6月16日 月 11:00 12:00 外部面談 - 市長室

- ○ - - 6月16日 月 13:00 13:30 集中決裁 - 市長室

- ○ - - 6月16日 月 13:30 14:00 内部協議 - 市長室

- ○ ○ ○ 6月16日 月 14:00 14:30 内部協議 - 市長室

- - - ○ 6月16日 月 14:00 15:00 内部協議 - 副市長室

- ○ ○ ○ 6月16日 月 15:00 15:30 内部協議 - 市長室

○ ○ - - 6月16日 月 16:00 - 湖北地域雇用対策協議会総会・懇親会 ○ グラツィエ2階

- - ○ - 6月16日 月 16:30 17:00 内部協議 - 副市長室

- ○ ○ - 6月17日 火 8:45 9:15 内部協議 - 市長室

- ○ - - 6月17日 火 9:15 9:45 内部協議 - 市長室

- - - ○ 6月17日 火 10:00 - 健康福祉常任委員会・予算常任委員会健康福祉分科会 - 委員会室

- ○ - - 6月17日 火 10:20 10:45 外部面談 - 市長応接室

- ○ - - 6月17日 火 10:45 11:00 内部協議 - 市長室

- ○ - - 6月17日 火 11:00 11:30 内部協議 - 市長室

- ○ - - 6月17日 火 11:30 11:45 内部協議 - 市長室

- - ○ - 6月17日 火 12:40 13:30 外部面談 - 近畿地方整備局

- ○ - - 6月17日 火 13:00 15:00 外部面談 - 千茂登

- ○ - - 6月17日 火 16:00 16:30 内部協議 - 市長室

- - ○ - 6月17日 火 16:00 17:30 黒壁取締役会 - 旧ギャラリーAMISU

- ○ - - 6月18日 水 8:30 9:00 内部協議 - 市長室

- ○ ○ ○ 6月18日 水 9:00 9:30 内部協議 - 市長室

- ○ - - 6月18日 水 9:30 9:45 内部協議 - 市長室

- - ○ - 6月18日 水 10:00 - 総務教育常任委員会・予算常任委員会総務教育分科会 - 委員会室

○ ○ - - 6月18日 水 10:00 10:15 美しい長浜をつくる会 通常総会 ○ 多目的ルーム

- ○ - - 6月18日 水 10:30 11:00 内部協議 - 市長室

- ○ - ○ 6月18日 水 11:00 11:30 内部協議 - 市長室

- ○ - - 6月18日 水 11:30 12:00 内部協議 - 市長室

- ○ - - 6月18日 水 13:00 13:30 内部協議 - 市長室

- - - ○ 6月18日 水 13:30 15:00 オンライン会議 - 副市長室

- ○ - - 6月18日 水 14:00 14:30 内部協議 - 市長室

○ ○ - - 6月18日 水 15:00 16:00 長浜地区交通安全協会通常総会 ○ びわ文化学習センター

- - ○ - 6月18日 水 15:30 16:00 内部協議 - 副市長室

- - - ○ 6月18日 水 15:45 16:30 内部協議 - 副市長室

- - ○ - 6月18日 水 16:00 16:15 内部協議 - 副市長室

- ○ - - 6月18日 水 16:30 17:00 集中決裁 - 市長室

○ ○ ○ ○ 6月19日 木 9:00 9:30 定例庁議 - 特別会議室

- - ○ - 6月19日 木 9:30 9:40 セキュリティ委員会　兼コンプライアンス推進本部 - 特別会議室

- ○ - - 6月19日 木 10:00 10:15 内部協議 - 市長室

- ○ - - 6月19日 木 10:15 10:30 決裁・打合せ - 市長室

- - - ○ 6月19日 木 11:00 11:30 内部協議 - 副市長室

○ ○ - - 6月19日 木 11:00 13:00 福滋県境交流促進協議会　総会・情報交換会 - 米原市役所→鮨ふもと

- - ○ - 6月19日 木 13:30 15:30 事務局会議（長浜文化スポーツ振興事業団） - 長浜市民体育館

- ○ - ○ 6月19日 木 13:30 14:30 外部面談 - 市長室

- ○ - - 6月19日 木 14:30 15:00 内部協議 - 市長室
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- ○ - - 6月19日 木 15:45 16:15 国スポ協賛企業への感謝状贈呈 - 兵神装備株式会社

- ○ ○ ○ 6月19日 木 16:45 17:15 内部協議 - 市長室

- ○ ○ ○ 6月19日 木 17:15 18:15 内部協議 - 市長室

- ○ ○ - 6月20日 金 8:30 9:00 内部協議 - 市長室

- ○ - ○ 6月20日 金 9:00 10:00 内部協議 - 市長室

- ○ - - 6月20日 金 10:00 10:15 内部協議 - 市長室

○ ○ - - 6月20日 金 10:30 10:40 長浜花火実行委員会総会 ○ 多目的ルーム

- ○ - ○ 6月20日 金 11:00 12:00 湖北広域行政事務センター　新汚泥処分場　内覧 - エコパーク湖北（木尾）

○ ○ - - 6月20日 金 13:00 14:30 社会を明るくする運動長浜市推進委員会会議 ○ 多目的ルーム

- - ○ - 6月20日 金 13:00 13:30 内部協議 - 副市長室

- - ○ - 6月20日 金 13:30 14:00 内部協議 - 副市長室

- - ○ - 6月20日 金 14:00 14:30 内部協議 - 副市長室

○ ○ - - 6月20日 金 14:45 16:00 姉川の合戦再見実行委員会定期総会・研修会 ○ 北郷里まちづくりセンター

- ○ - - 6月20日 金 16:15 16:30 内部協議 - 市長室

○ ○ - - 6月20日 金 16:30 17:00 表敬訪問　小谷城址保勝会 - 市長室

- ○ - - 6月20日 金 17:00 17:15 内部協議 - 市長室

○ ○ - - 6月20日 金 18:00 - 特定非営利活動法人花と観音の里　通常総会 ○ 京岩ダイニング

○ ○ - - 6月21日 土 9:00 9:40 レーク伊吹農業協同組合第27回通常総代会 ○ 伊吹薬草の里文化センター

- - ○ - 6月21日 土 9:00 9:45 北びわこ農業協同組合第28回通常総代会 ○ 湖北文化ホール　大ホール

○ ○ - - 6月21日 土 12:30 17:30
長浜青年会議所　創立70周年記念　湖北国際都市構想推
進事業　KOHOKU国際未来図プロジェクト

○ ヤンマーミュージアム

○ ○ ○ - 6月21日 土 18:45 21:00
長浜市スポーツ少年団指導者・保護者（育成母集団）合
同研修会

○ 湖北文化ホール

○ ○ - - 6月22日 日 8:40 9:30 令和7年度滋賀県消防協会長浜支部夏期訓練 - 小谷城戦国歴史資料館前広場一帯

○ ○ - - 6月22日 日 10:30 11:15 自由民主党滋賀県第二選挙区支部総会 ○ 米原市役所コンベンションホール

- ○ - - 6月22日 日 11:45 12:00 視察　香を楽しむ集い（台湾視察） - 手づくり工房木之本塾

- ○ - - 6月22日 日 13:45 14:15 視察　第47回湖北口腔保健フェスティバル - 長浜文化芸術会館

○ ○ - - 6月22日 日 15:00 15:10 小学生ミシガン州交流事業　参加者抽選会 - 3-1相談室

- ○ - - 6月23日 月 9:00 9:30 内部協議 - 市長室

- ○ ○ ○ 6月23日 月 9:30 10:00 内部協議 - 市長室

- ○ - - 6月23日 月 10:00 12:00 外部面談 - 市長室

- ○ - - 6月23日 月 12:00 13:00 外部面談 - 市長室

- ○ - - 6月23日 月 13:00 13:30 集中決裁 - 市長室

- ○ - - 6月23日 月 13:30 13:45 内部協議 - 市長室

○ ○ - ○ 6月23日 月 14:00 16:00 病院再編推進本部会議 - 特別会議室

- ○ - - 6月23日 月 16:00 16:15 内部協議 - 市長室

○ ○ - - 6月23日 月 16:50 - 長浜商工会議所　通常議員総会 ○ グラツィエ2階

- ○ - - 6月23日 月 18:00 - 長浜商工会議所　交流会 - グラツィエ2階

○ ○ ○ ○ 6月24日 火 10:00 - 長浜市議会定例会令和7年6月定例月議会 閉会 - 議場

- ○ - - 6月24日 火 11:40 12:00 内部協議 - 市長室

- ○ ○ ○ 6月24日 火 13:00 13:30 内部協議 - 市長室

- ○ - - 6月24日 火 13:30 14:00 内部協議 - 市長室

- ○ - - 6月24日 火 14:00 14:30 内部協議 - 市長室

- - - ○ 6月24日 火 14:00 15:00 内部協議 - 副市長室

- ○ - - 6月24日 火 14:30 15:00 内部協議 - 市長室

- ○ - - 6月24日 火 15:00 15:45 外部面談 - 市長室

- ○ - - 6月24日 火 15:45 16:00 外部面談 - 市長室

- - ○ - 6月24日 火 16:15 16:45 内部協議 - 副市長室

○ ○ - - 6月24日 火 17:00 17:40 株式会社まちづくり虎姫 第21回定時株主総会 - 虎姫時遊館

- ○ - - 6月24日 火 18:00 18:40 株式会社まちづくり虎姫　懇親会 - 魚作楼

- ○ - - 6月24日 火 19:00 - 長浜商店街連盟交流会 ○ Biwa Collage

- ○ - - 6月25日 水 9:00 10:00 外部面談 - 市長室

○ ○ - - 6月25日 水 10:00 10:30 表敬訪問　冨田人形サマープログラム留学生 - 市長応接室

- ○ - - 6月25日 水 10:30 10:40 内部協議 - 市長室

- ○ - - 6月25日 水 10:45 11:15 長浜地域雇用創造協議会　監査 - 市長室

- ○ - - 6月25日 水 11:15 11:30 内部協議 - 市長室

- ○ - - 6月25日 水 11:30 12:00 内部協議 - 市長室

- ○ - - 6月25日 水 13:00 13:45 集中決裁 - 市長室

- - ○ - 6月25日 水 13:30 15:00 契約審査委員会 - 特別会議室

- - - ○ 6月25日 水 13:30 16:00 視察　高齢者施設 - アンタレス

○ ○ - - 6月25日 水 14:00 14:20 未来こども若者会議 ○ 5-B会議室

- - ○ - 6月25日 水 15:00 16:30 評議員会（長浜文化スポーツ振興事業団） - 長浜文化芸術会館

○ ○ - - 6月25日 水 15:00 16:10 長浜観光協会 定時総会 ○ グラツィエ

○ ○ - - 6月25日 水 16:15 16:30 滋賀県土地改良事業団体連合会湖北支部 地域研修 - グラツィエ

- ○ - - 6月25日 水 16:30 17:15 長浜観光協会　講演会 - グラツィエ

- - - ○ 6月25日 水 16:30 17:00 内部協議 - 副市長室

- ○ - - 6月25日 水 17:15 18:45 滋賀県土地改良事業団体連合会湖北支部 意見交換会 ○ グラツィエ

- ○ - - 6月25日 水 19:00 - 外部面談 - 千茂登

- ○ ○ ○ 6月26日 木 8:30 9:00 内部協議 - 市長室

- - - ○ 6月26日 木 9:00 10:00 内部協議 - 副市長室

- ○ - - 6月26日 木 9:30 10:00 内部協議 - 市長室

○ ○ - - 6月26日 木 10:30 11:00 北近江豊臣博覧会実行委員会記者会見 - 特別会議室

- - ○ - 6月26日 木 11:00 12:00 外部面談 - ヨコハマタイヤ滋賀販売㈱

○ ○ ○ ○ 6月26日 木 11:00 12:00 定例記者会見 - 特別会議室

○ ○ - - 6月26日 木 12:00 13:00 エレコム株式会社との連携・協力に関する包括協定締結式 - 特別会議室

- - ○ - 6月26日 木 13:00 13:15 内部協議 - 副市長室

○ ○ - - 6月26日 木 14:00 15:30 長浜ビジネスサポート協議会定時総会 ○ 長浜商工会議所 2階会議室

- - ○ - 6月26日 木 15:00 17:00 長浜市地域公共交通会議 - 5-B会議室

○ ○ - - 6月26日 木 16:00 17:00 長浜まちづくり株式会社 第16回定時株主総会 - BIWAKO PICNIC BASE

- ○ - - 6月26日 木 17:00 18:00 長浜まちづくり株式会社 懇親会 - BIWAKO PICNIC BASE
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プレス 市長 江畑副市長 荻田副市長 月日 曜日 開始 終了 用務 挨拶 会場

○ ○ - ○ 6月26日 木 19:00 20:30 いいね！長浜会議（小谷城址保勝会） - 小谷丁野町自治会館

○ ○ ○ ○ 6月27日 金 8:35 8:50 幹部職員会議 ○ 多目的ルーム

- ○ - - 6月27日 金 8:50 9:00 内部協議 - 市長室

- ○ - - 6月27日 金 9:00 9:30 外部面談 - 市長室

- ○ - ○ 6月27日 金 9:30 10:00 内部協議 - 市長室

- ○ - - 6月27日 金 10:00 10:15 外部面談 - 市長室

- ○ - - 6月27日 金 10:15 10:45 集中決裁 - 市長室

- ○ - - 6月27日 金 10:45 11:00 内部協議 - 市長室

- ○ - - 6月27日 金 11:00 11:15 外部面談 - 市長応接室

- ○ - - 6月27日 金 11:15 11:30 内部協議 - 市長室

- ○ - - 6月27日 金 11:30 12:00 集中決裁 - 市長室

- - - ○ 6月27日 金 11:30 13:00 NHK取材 - 副市長室

- ○ - - 6月27日 金 13:00 13:30 内部協議 - 市長室

- ○ ○ - 6月27日 金 13:30 14:00 内部協議 - 市長室

- ○ - ○ 6月27日 金 14:00 15:00 外部面談 - 市長室

- - ○ - 6月27日 金 14:00 14:30 内部協議 - 市長室

- - ○ - 6月27日 金 14:30 15:00 内部協議 - 副市長室

- ○ ○ ○ 6月27日 金 15:00 15:30 内部協議 - 市長室

- ○ ○ ○ 6月27日 金 15:30 16:00 内部協議 - 市長室

- ○ ○ - 6月27日 金 16:00 16:30 内部協議 - 市長室

- ○ ○ - 6月27日 金 16:30 17:00 内部協議 - 市長室

- - - ○ 6月27日 金 17:00 - NHK取材 - 副市長室

○ ○ - - 6月27日 金 18:30 - 湖北地域労働者福祉協議会 第70回定期総会 ○ 臨湖

- ○ - - 6月28日 土 15:00 15:30 長浜市役所まちあそび部見学会 -
長浜カイコー（えきまちテラス
長浜1階）

○ ○ - - 6月29日 日 10:30 13:40 全国滋賀県人会全国大会2025 - 琵琶湖ホテル

- - ○ - 6月29日 日 13:30 16:00 オペラシアター「ルドルフとイッパイアッテナ」 - 長浜文化芸術会館

- ○ ○ ○ 6月30日 月 8:30 9:00 内部協議 - 市長室

- ○ - - 6月30日 月 9:00 9:30 集中決裁 - 市長室

○ ○ ○ - 6月30日 月 10:00 11:00 黒壁　株主総会 ○ 長浜商工会議所

- ○ ○ - 6月30日 月 11:40 13:00 黒壁についての記者会見 - 長浜商工会議所フューチャールーム

- ○ ○ - 6月30日 月 13:00 13:30 内部協議 - 市長室

○ ○ - - 6月30日 月 14:00 15:30 えきまち長浜株式会社定時株主総会 ○ 長浜商工会議所1階

- - - ○ 6月30日 月 14:00 15:00 内部協議 - 副市長室
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教育長　令和7年6月スケジュール　 Ｒ7.6.30現在

日 曜日 内　容 備　考

1 日

2 月 16:15 16:30 外部面談

8:20 15:40 人事に係る学校訪問

16:15 ~ 外部面談

4 水 公務なし

8:25 8:45 内部協議

8:45 ~ 部局内答弁調整

6 金 9:00 ~ 部局内答弁調整

7 土 公務なし

8 日 公務なし

9 月 13:00 ~ 市長答弁調整

10 火 15:00 15:30 内部協議

11 水 10:00 ~ 本会議（議案質疑・一般質問）

12 木 9:00 ~ 本会議（一般質問）

13 金 9:00 ~ 本会議（一般質問）

14 土 12:30 14:30 総会・研修会

15 日 9:00 ~ 新緑茶会

8:35 12:25 園訪問

13:30 14:30 内部報告

8:55 11:25 園訪問

13:00 13:30 内部協議

13:30 14:30 校長会訓示ビデオ撮影

18 水 総務教育常任委員会

9:00 9:40 庁議

13:00 14:00 外部面談

14:30 17:15 教育委員会6月定例会・教育委員研修

9:30 12:00 部局経営会議

16:00 16:30 外部面談

21 土 公務なし

22 日 公務なし

23 月 8:40 16:00 人事に係る学校訪問

10:00 ~ 本会議（質疑・討論・採決、最終日）

16:00 ~ 外部面談

8:55 10:25 園訪問

12:45 15:00 教育研究協議会（公開事業視察）

15:00 17:15 評議員会

8:15 15:30 人事に係る学校訪問

15:30 16:30 外部協議

8:20 15:30 人事に係る学校訪問

15:30 16:30 外部協議

28 土 公務なし

29 日 公務なし

8:55 11:40 園訪問

13:30 13:30 内部協議

13:45 14:00 外部面談

14:00 14:30 外部面談

15:00 16:00 外部面談

16:00 17:15 内部協議

26 木

27 金

30 月

20 金

24 火

25 水

16 月

17 火

19 木

5 木

時刻

3 火
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　　令和7年度　長浜市議会・正副議長行動予定表 7月4日 現在

議長
副議
長

事務
局

その他参加者等

(日)

(月)

（最終〆切10時）発言通告

四役協議

(火)

四役協議

(水)

10時00分 議会運営委員会

 14時00分  北方領土返還要求運動滋賀県民会議総会
 草津市市民交流
 プラザ

 ◎ 欠席（委任状提出）

(木)

(金)

10時30分 議場見学（品川区役所） 議場 対応者：建築課、総務課

14時00分 議会活性化検討委員会

(土)

(日)

(月)

正副委員長レク

(火)

(水)

本会議

(木)

本会議

13時30分 傍聴（朝日小学校6年生）

(金)

本会議

(土)

(日)

(月)

10時00分 産業建設常任委員会

予算常任委員会産業建設分科会

(火)

10時00分 健康福祉常任委員会

予算常任委員会健康福祉分科会

(水)

9時15分 正副議長レク（社福交付金算定誤り） ◎ ○

10時00分 総務教育常任委員会

予算常任委員会総務教育分科会

備    考公務内容
公用
車

挨拶会　　場
出席者

6月1日

6月2日

6月14日

6月9日

6月10日

6月11日

6月6日

6月7日

6月8日

6月18日

6月17日

6月15日

6月16日

6月12日

6月13日

6月3日

6月4日

6月5日

日時

-52-



(木)

10時00分 議会運営委員会

(金)

予算常任委員会全体会

(土)

13時00分 長浜青年会議所　創立70周年記念湖北国際都市構想推進事業
ヤンマーミュージ
アム

○ 議長の代理出席

(日)

(月)

13:30 汚泥再生処理センター施設見学会（湖北広域行政事務センター）

長浜市木尾町地
先 新一般廃棄物
処理施設整備用
地内

湖北広域議会議員

予備日

(火)

本会議（委員長報告、採決、閉会）

議会運営委員会

13時30分 勉強会　健康福祉常任委員会 委員会室

19時00分 令和7年度長浜商店街連盟交流会 ビワコラージュ ◎ 〇
乾杯の発声
会費9,000円（交際費）

(水)

15時00分 長浜観光協会　令和7年度定時総会 グラツィェ ◎

16時30分 長浜観光協会　講演会 グラツィェ ◎

17時45分 長浜観光協会　交流会 グラツィェ ◎ 会費7,000円（交際費）

(木)

(金)

(土)

(日)

(月)

議員研修会 委員会室１・２ ◎ ○ 全議員 講師：上野心太郎弁護士

6月24日

6月21日

6月22日

6月23日

6月19日

6月20日

6月30日

6月27日

6月28日

6月29日

6月26日

6月25日
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